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[8]  ほう素及びその化合物 

１．物質に関する基本的事項 

１）ほう素 
物質名： ほう素 
CAS番号：7440-42-8 
化審法官報公示整理番号： 
化管法政令番号：1-304(ほう素及びその化合物) 
RTECS番号：ED735000 
元素記号：B 
原子量：10.81 
換算係数：1 ppm = 0.44 mg/m3 (気体、25℃) 

 
No 物質名 CAS No. 化審法官報公示

整理番号 
RTECS
番号 分子式 分子量 化学式 

2) ほう酸 10043-35-3 1-63(ほう酸とし
て) 

ED45500
00 BH3O3 61.83 B(OH)3 

3） 四ほう酸ナトリ
ウム 

1330-43-4  ED4588
000 B4Na2O7 201.22 Na2B4O7 

4） 過ほう酸ナトリ
ウム 

7632-04-4 
1-826(過ほう酸
ナトリウムとし

て) 

SC73100
00 BNaO3 81.80 NaBO3 

5） 三酸化二ほう素 1303-86-2 1-71 ED7900
000 B2O3 69.62 B2O3 

6） 三ふっ化ほう素 7637-07-2 1-44 ED2275
000 BF3 67.81 BF3 

  
本物質の性状は以下の通りである。 

No 化学式 性状 
1) B 黒色の極めて硬い光沢ある結晶である 1)。 
2) B(OH)3 無色透明又は白色の粉末である 2)。 
3) Na2B4O7 吸湿性を有する無色ガラス状固体である 3)。 
4) NaBO3  
5) B2O3 白色の粉末またはガラス質結晶である 4)。 
6) BF3 刺激臭を有する無色の気体である 6)。 

 
No 化学式 融点 沸点 密度  

1） B 2075℃7)、～2200℃8)、  
2190℃9) 

4000℃7)、 
3660℃9) 

2.34 g/cm3 7) 

 

2） B(OH)3 
170.9℃7)、～171℃8) 、 

171℃9) 
 1.5 g/cm3 7)、1.5172 g/cm3 9) 、 

1.435 g/cm3 9)  
3） Na2B4O7 743℃7)、741℃9) 1575℃7), 9) 2.4g/cm3 7)、2.367 g/cm3 9) 
4） NaBO3    

5） B2O3 
450℃7)、450℃(結晶)9) ～1860℃9) 2.55 g/cm3 7)、 

2.46 g/cm3 (結晶)9)、 
1.8g/cm3 (無定形)9) 
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No 化学式 融点 沸点 密度  

6） BF3 
-126.8℃7),9)、-127.1℃8) -101℃7),9)、 

-100.4℃8) 
 
 

 

No 化学式 蒸気圧 log Kow 解離定数 
(pKa) 

1) B 0.0119mmHg(=1.58 Pa)(2140℃)8)   
2) B(OH)3  -0.757(25℃)11) 9.15(25℃)11) 
3) Na2B4O7    
4) NaBO3    
6) B2O3    
7) BF3    

 
No 化学式 水溶性(水溶解度) 
1) B 不溶 7), 8), 9) 
2) B(OH)3 5.48×104mg/1000g(25℃) 7)、4.72×104mg/1000g(20℃) 9) 
3) Na2B4O7 3.07×104mg/1000g(25℃) 7)、3.13×104mg/1000g(25℃)9) 
4) NaBO3 2.699×105 mg/1000g(21℃、4水和物)10) 

5) B2O3 
2.2×104 mg/1000g・H2O(20℃) 7) 
4.72%(w) (20℃) 9) 

6) BF3 3.32×106mg/1000g・H2O (0℃) 9) 
 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

①水域 

ほう素原子は陰性原子、特に酸素原子と安定した結合を作る傾向が有るとされている 12)。

環境中において、還元ほう素化合物(ハロゲン化、水素化、アルキル化及びアリール化物)は

速やかに酸化又は加水分解され、様々な形の酸化物に変換されると考えられている 12)。水中

において、通常ほう素化合物はほう酸又はほう酸塩イオンの形で存在している 12)。中性付近

の環境水中では、非解離のほう酸が無機ほう素の主な成分である 12)。ほう酸は水中において

電子受容体(Lewis酸)として働き、水から水酸化物イオンを受容し 3価の B(OH)4
-イオンを生

成する 12)。ほう酸濃度が 0.1 mol/L以上の溶液では重合体が形成される 12)。ほう素化合物は底

質や土壌中に吸着され、吸着力は pHに依存する 12)。pHが 7.5から 9.0付近において吸着力
は一番強い 12)。従って、非結晶性アルミニウムや酸化鉄、水酸化鉄を高濃度で含む土壌や底

質において、ほう素化合物の吸着力は顕著である 12)。 

ほう酸は化審法の既存化学物質安全性点検により、難分解性ではあるが高濃縮性ではない

と判断されている 13)。生物濃縮係数（BCF）は以下の通りである。 
<3.2（試験生物：コイ、試験期間：4週間、試験濃度：5 mg/L）14) 

<33（試験生物：コイ、試験期間：4週間、試験濃度：0.5 mg/L）14) 

 （備考：定常状態におけるBCFは試験濃度 5 mg/Lで<3.2、0.5 mg/Lで<33である 14)。） 

 

②大気 

無機ほう素化合物は非揮発性であると考えられており、一般大気中では粒子態でのみ存在
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するとされている 12)。粒子態は湿性沈着及び乾性沈着により大気から除去されるとされてい

る 12)。いくつかの有機ほう素化合物とハロゲン化ほう素は揮発性であるが、これら物質は速

やかに加水分解されるため、環境中では残留しないとされている 12)。 

 

③陸域 

ほう素化合物の土壌への吸着性を作用するものとして、土壌の化学的組成、pH、塩分濃度、
有機炭素含有量、酸化鉄及び酸化アルミニウム含有量、水酸化鉄及び水酸化アルミニウム含

有量、粘土含有量がある 12)。ほう素化合物の土壌への吸着性は幅広く、可逆的から不可逆的

まで及ぶとされている 12)。非結晶性アルミニウム、酸化鉄、水酸化鉄濃度が高い土壌では吸

着性が高いとされている 12)。無機ほう素は非揮発性であり、土壌表面からは揮発しないとさ

れている 12)。生物的な分解は報告されていない 12)。 
 

（4）製造輸入量及び用途 

①生産量等 

ほう素及びその化合物の化学物質排出把握管理促進法（化管法）における製造・輸入量区

分は 10,000tである 15)。 
ほう素及びその化合物の「化学物質の製造・輸入量に関する実態調査」における製造（出

荷）及び輸入量を表 1.1及び表 1.2に示す 16),17)。 

 
表1.1 平成13年度における製造（出荷）及び輸入量 

物質名称 製造（出荷）及び輸入量 

ほう酸 10,000～100,000t/年未満 

ほう素 1,000～10,000t/年未満 

四ほう酸ナトリウム 1,000～10,000t/年未満 

ほう砂 1,000～10,000t/年未満 

ほうふっ化水素酸 1,000～10,000t/年未満 

ほうふっ化カリウム 100～1,000t/年未満 

ほうふっ化鉛（II） 100～1,000t/年未満 

ほうふっ化スズ（II） 100～1,000t/年未満 

三塩化ほう素 100～1,000t/年未満 

窒化ほう素 100～1,000t/年未満 

ほうふっ化亜鉛（II） 10～100t/年未満 

 
表1.2 平成16年度における製造（出荷）及び輸入量 

物質名称 製造（出荷）及び輸入量 

ほう酸 10,000～100,000t/年未満 

ほう酸ナトリウム 10,000～100,000t/年未満 

ほう素 1,000～10,000t/年未満 
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物質名称 製造（出荷）及び輸入量 

ほうふっ化水素酸 100～1,000t/年未満 

ほうふっ化カリウム 100～1,000t/年未満 

ほうふっ化スズ 100～1,000t/年未満 

三塩化ほう素 100～1,000t/年未満 

ほうふっ化鉛 10～100t/年未満 

窒化ほう素 10～100t/年未満 

ほうふっ化アンモニウム 10～100t/年未満 
注：官報公示整理番号ごとに集計された値 

 
 
過ほう酸ソーダの平成 8年から平成 16年における生産量は 1,000t/年（推定）、平成 17年に

おける生産量は 600t/年（推定）とされている 18)。 
ほう素及びその化合物の OECD に報告しているな生産量は、ほうふっ化水素酸として

10,000～100,000t未満である。 
 

②輸入量 

ほう素及びテルル、ほう素の酸化物及びほう酸、ほう酸塩及びペルオキソほう酸塩（過ほ

う酸塩）の輸入量の合計値の推移を表 1.3に示す 19)。 
 

表1.3 輸入量の推移 

平成(年) 8 9 10 11 12 

輸入量(t) 90,409  84,747  75,527  84,244  78,927  

平成(年) 13 14 15 16 17 

輸入量(t) 77,784  82,861  75,645  89,808  93,788  
注：普通貿易統計(少額貨物(1品目が 20万円以下)、見本品等を除く)品別国別表より集計 

 

③輸出量 

ほう素及びテルル、ほう素の酸化物及びほう酸、ほう酸塩及びペルオキソほう酸塩（過ほ

う酸塩）の輸出量の合計値の推移を表 1.4に示す 19)。 
 

表1.4 輸出量の推移 

平成(年) 8 9 10 11 12 

輸出量(t) 394  461  395  566  800  

平成(年) 13 14 15 16 17 

輸出量(t) 432  801  933  912  802  
注：普通貿易統計(少額貨物(1品目が 20万円以下)、見本品等を除く)品別国別表より集計 
 

④ 用 途 

ほう素の主な用途は住宅用の断熱材や強化プラスチックに使うガラス繊維の原料が最も多
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い 2)。その他に液晶ディスプレイなどの特殊ガラスの製造や陶磁器のうわ薬、量は少ないが

化学反応の触媒、ダンボールの接着剤、目薬、殺虫剤、防虫剤など広範囲に使用されている。

また、原子力発電所の制御棒に使用されている 2)。 
ほう酸はゴキブリ駆除用のほう酸団子に使用されている 2)。他の用途としてはガラス、医

薬品（防腐消毒薬、あん法）、ほうろう、ニッケルメッキ添加、コンデンサ、防火剤、防腐剤、

染料製造、殺虫剤、顔料、融剤、触媒、ほう酸塩類の製造、人造宝石、化粧品、写真薬、皮

革工業用（仕上げ）、陶器用（釉薬）、高級セメント、ろうそくの芯、防火原料、エナメル、

ペイント、チック、石けん、繊維工業用とされている 20)。 
四ほう酸ナトリウムの主な用途は、ほうろう鉄器、ガラス、陶磁器、金属ろう付、皮なめ

し、なっ染、防腐剤、医薬品、化粧品、熱処理剤、写真、顔料（ギネーグリーン）、なたねの

増産用、乾燥剤用（ほう酸鉛、ほう酸マンガン）、過ほう酸塩原料、軟水硬化剤、防腐剤、不

凍液原料、コンデンサ用化成原料とされている 20)。 
過ほう酸ナトリウムの主な用途は、酸化漂白、洗浄消毒（殺菌）、染色助剤、化粧品とされ

ている 20)。 
このほか、人為発生源として、農業、廃棄物、燃料用木材の燃焼、石油・石炭による発電、

処理済木材・紙からの溶出、下水・汚泥の処分などが挙げられる 21)。 
主な自然発生源には、岩石の風化、海水、火山活動が挙げられる 21)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

ほう素は環境基準（水質、土壌、地下水）が設定されている。ほう素及びその化合物は水

道水質基準項目が設定されている。ほう素及びその化合物は化学物質排出把握管理促進法第

一種指定化学物質（政令番号:304）に指定されている。また、ほう素は水生生物保全に係る
水質目標を優先的に検討すべき物質に選定されている。 
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２．ばく露評価 

生態リスクの初期評価のため、水生生物の生存・生育を確保する観点から、実測データを

もとに基本的には水生生物の生息が可能な環境を保持すべき公共用水域における化学物質の

ばく露を評価することとし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から

原則として最大濃度により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 17年度の届
出排出量 1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体 2)から集計した排出量等を表

2.1に示す。なお、届出外排出量移動体の推計はなされていなかった。 

 
表2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTRデータ）の集計結果（平成17年度） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 142,072 2,994,784 96 2,662 32,537 2,023,400 1,745,341 5,945 492 - 3,139,614 1,751,778 4,891,392

ほう素及びその化合物

業種等別排出量(割合) 142,072 2,994,784 96 2,662 32,537 2,023,400 1,745,342 5,945 492 0

0 1,541,295 0 0 0 0.3 届出 届出外

(51.5%) (0.00001%) 64% 36%

1,417 615,105 0 1,640 2,334 45,690 6,982

(1.0%) (20.5%) (61.6%) (7.2%) (2.3%) (0.4%)

132,465 14,598 37 0 844 998,244 271,079

(93.2%) (0.5%) (38.5%) (2.6%) (49.3%) (15.5%)

1,851 202,314 0 575 2,442 156,724 34,422

(1.3%) (6.8%) (21.6%) (7.5%) (7.7%) (2.0%)

0 211,149 0 0 0 0

(7.1%)

2 20,386 58 0 630 13,238 124,727

(0.001%) (0.7%) (60.4%) (1.9%) (0.7%) (7.1%)

0 80,950 0 96 0 0

(2.7%) (3.6%)

734 55,024 0 0 4,729 209,253 22,819

(0.5%) (1.8%) (14.5%) (10.3%) (1.3%)

1,404 42,797 0 0 7,127 93,435 33,999

(1.0%) (1.4%) (21.9%) (4.6%) (1.9%)

0 53,000 0 0 0.1 0.4

(1.8%) (0.0003%) (0.00002%)

772 44,476 0 351 0 230,300

(0.5%) (1.5%) (13.2%) (11.4%)

0 44,575 1 0.1 120 13

(1.5%) (1.0%) (0.004%) (0.4%) (0.0006%)

0 32,053 0 0 462 0

(1.1%) (1.4%)

0.6 130 0 0 3,520 28,107 26,230

(0.0004%) (0.004%) (10.8%) (1.4%) (1.5%)

1,785 21,864 0 0 345 61,457

(1.3%) (0.7%) (1.1%) (3.0%)

0 57 0 0 2,200 14 14,425

(0.002%) (6.8%) (0.0007%) (0.8%)

0 2,362 0 0 1,440 19,644 11,344

(0.08%) (4.4%) (1.0%) (0.6%)

0 5,381 0 0 3,010 31,642 5,626

(0.2%) (9.3%) (1.6%) (0.3%)

1,200 0 0 0 2 1,441 6,869

(0.8%) (0.005%) (0.07%) (0.4%)

0 13 0 0 781 24,400 3,579

(0.0004%) (2.4%) (1.2%) (0.2%)

0 2,901 0 0 30 5,222

(0.10%) (0.09%) (0.3%)

1 2,714 0 0 2,523 100,176

(0.0007%) (0.09%) (7.8%) (5.0%)

0 1,640 0 0 0 18

(0.05%) (0.0009%)

440 0 0 0 0 1,938

(0.3%) (0.10%)

121

(0.007%)

40

(0.002%)

総排出量の構成比(%)

金属鉱業

その他の製造業

輸送用機械器具
製造業

一般廃棄物処理業
（ごみ処分業に限る。）

一般機械器具製造業

医薬品製造業

繊維工業

届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

届出
排出量

届出外
排出量

合計
排出量　　(kg/年)

届出

化学工業

原油・天然ガス鉱業

パルプ・紙・紙加工品
製造業

移動量　　(kg/年)排出量　　(kg/年)

下水道業

非鉄金属製造業

窯業・土石製品
製造業

出版・印刷・同関連
産業

自然科学研究所

電気機械器具製造業

金属製品製造業

特別管理産業廃棄物
処分業

鉄鋼業

産業廃棄物処分業

精密機械器具製造業

石油製品・石炭製品
製造業

プラスチック製品
製造業

船舶製造・修理業、
舶用機関製造業

高等教育機関

農薬製造業
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0.8 0 0 0 0 0.4

(0.0006%) (0.00002%)

0 0.2 0 0 0 0

(0.000007%)

0 0 0 0 0 1,338

(0.07%)

0 0 0 0 0 1,105

(0.05%)

0 0 0 0 0 0.5

(0.00002%)

1,183,080

(67.8%)

3,829 492

(64.4%) (99.9%)

1,334

(22.4%)

782

(13.2%)

機械修理業

低含有率物質

電気業

ゴム製品製造業

医療用機械器具
・医療用品製造業

飲料・たばこ・飼料
製造業

殺虫剤

漁網防汚剤

農薬

 
 
本物質の平成 17年度における環境中への総排出量は、約 4,900tとなり、そのうち届出排出
量は約 3,100tで全体の 64%であった。届出排出量のうち約 140tが大気、約 3,000tが公共用水
域、0.096tが土壌へ排出されるとしており、公共用水域への排出量が多い。この他に埋立処分
が 2.7t、下水道への移動量が 33t、廃棄物への移動量が約 2,000tであった。届出排出量の主な
排出源は、大気への排出が多い業種は窯業・土石製品製造業（93%）であり、公共用水域へ
の排出が多い業種は下水道業（52%）、非鉄金属製造業（21%）、原油・天然ガス鉱業（7%）
であった。 
しかし、下水道業の排出量は定量下限値をもとに排出量を算出している場合があるため、

過剰評価している場合があることに留意する必要がある。 
届出外排出量（対象業種）のうち、約 1,200t は石炭火力発電所にて石炭（低含有率物質）
の燃焼に伴う排出として推計されている 3)。 
表 2.1に示したように PRTRデータでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外
排出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種すそ切りの媒体別配

分は届出排出量の割合をもとに、届出外排出量対象業種低含有率物質・非対象業種・家庭の

媒体別配分は「平成 17 年度 PRTR 届出外排出量の推計方法等の詳細」3)をもとに行った。届

出排出量と届出外排出量を媒体別に合計したものを表 2.2に示す。 
環境中への推定排出量は、水域が約 4,700t（全体の 96%）、大気が約 170t（同 3%）であった。 

 
表2.2 環境中への推定排出量 

媒   体 推定排出量(kg) 

大   気 
水   域 
土   壌 

168,377   
4,715,486   

4,867   

 

(2) 媒体別分配割合の予測 

ほう素及びその化合物の化学形態は環境中で様々に変化するため、媒体別分配割合の予測

を行うことは適切ではない。したがって、ほう素及びその化合物の媒体別分配割合の予測は

行わなかった。 
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(3) 各媒体中の存在量の概要 

本物質の水質及び底質中の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性

が確認された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表

2.3に示す。 
 

表2.3 各媒体中の存在状況（ほう素の測定結果） 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 
調査 

測定年度 文献 
平均値 平均値 下限値 地域 

                    
公共用水域・淡水   µg/L <200 <200 <10 4300 10~200 1516/2946 全国 2004 4) 
  <200 <200 <10 5000 10~200 1423/2927 全国 2003 5) 
  <100 160 <10 4100 10~100 1510/2851 全国 2002 6) 
  <100 170 <10 4900 10~100 1531/2891 全国 2001 7) 
           
公共用水域・海水 µg/L 3700 3900 1300 5300  85/85 全国 2004 4) 
  2100 3400 <20 5500 20~100 96/109 全国 2003 5) 
  4000 3900 1300 5100  103/103 全国 2002 6) 
  3900 4000 1400 5500  115/115 全国 2001 7) 
             
底質(公共用水域・淡水) µg/g 21 21 13 23 - 3/3 神奈川県 1996 8) 
                      
底質(公共用水域・海水) µg/g          
           

 

 (4) 水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

ほう素の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.4のように整理した。 
水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を人為由来の可能性が高いデ

ータから設定すると、公共用水域の淡水域では 2,700 μg/Lとなった。同海域については、3（3）
に示す理由により当面は評価を行わないこととした。 

 
表2.4 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値  
淡 水 

 
海 水 

200 µg/L未満 (2004) 
 
評価を行わないこととした 

2,700 µg/L (2001) 
 
評価を行わないこととした 

      注： 注：1）環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す 
    2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 
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3．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を 3価及び 5価ほう素に分けて行った。 
 

(1) 水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見の収集を行い、その信頼性及び採用の可能性

を確認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 3.1.1、3.1.2の
とおりとなった。 

 

表3.1.1 水生生物に対する毒性値の概要 

【3価ほう素】 

分 類 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[μg B/L] 
硬度 

[mg /L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 
／影響内容 

ばく露 
期間 
（日） 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献 
No. 

対象 
物質 

藻 類   40.3 不明 
Scenedesmus 
quadricauda 

緑藻類 TT   POP 7 C C 1)-5303 Na2B4O7 

 ○  15,400 不明 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 EC50  GRO 4 D C 1)-45207 Na2B4O7 

   24,000 不明 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 EC10  GRO 4 D C 4)-2007022 Na2B4O7 

 ○  34,000 不明 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 EC50  GRO 4 D C 4)-2007022 Na2B4O7 

甲殻類  ○ 2,430 不明 Daphnia magna オオミジンコ NOEC 
MOR/  REP/ GRO 

14 D C 1)-3474 B (OH)3 

   ○ 6,000 166  Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 A A 1)-4785 B (OH)3 

  ○ 6,400 148 Daphnia magna オオミジンコ 
NOEC 
REP/GRO 

21 A A 1)-11389 B (OH)3 

  ○ 10,000 不明 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 D C 4)-2007022 Na2B4O7 

   ○ 10,000 250 Ceriodaphnia dubia 
ニセネコゼミジ

ンコ 
NOEC  REP 14 B B 1)-8764 B (OH)3 

   ○ 18,000 250 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 14 B B 1)-8764 B (OH)3 

 ○  18,300 約 286 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 1 B C 1)-5718 Na2B4O7 

  ○  101,200 250 
Ceriodaphnia 
pulchella 

ヒメネコゼミジ

ンコ 
LC50  MOR 1 B C 1)-8764 B (OH)3 

  ○  123,400 250 Simocephalus vetulus オカメミジンコ LC50  MOR 1 B C 1)-8764 B (OH)3 

 ○  133,000 148  Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 B A 1)-11389 B (OH)3 

  ○  141,000 10.6 
～170 

Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 A A 1)-190 Na2B4O7 

  ○  180,600 250 Ceriodaphnia dubia 
ニセネコゼミジ

ンコ 
LC50  MOR 1 B B 1)-8764 B (OH)3 

  ○  226,000 不明 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 C C 1)-4785 B (OH)3 
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分 類 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[μg B/L] 
硬度 

[mg /L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 
／影響内容 

ばく露 
期間 
（日） 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献 
No. 

対象 
物質 

  ○  267,700 250 Daphnia carinata ミジンコ属 LC50  MOR 1 B B 1)-8764 B (OH)3 

  ○  319,800 250 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 1 B B 1)-8764 B (OH)3 

魚 類  ○ >2,100 24～39 Oncorhynchus mykiss 
ニジマス 
（受精卵） 

NOEC 
GRO/ MOR 

87 A A 1)-7044 B (OH)3 

 ○  2,330 84 
～163 

Lepomis macrochirus ブルーギル TLm  MOR 1 B C 1)-922 B2O3 

 ○  14,200 不明 Danio rerio 
ゼブラフィッシ

ュ LC50  MOR 4 D C 4)-2007022 Na2B4O7 

 ○  17,500 82  Pimephales promelas 
ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR >4 C C 1)-14566 B (OH)3 

    22,000 200  Ictalurus punctatus 
アメリカナマズの仲

間（胚） LC50  MOR 
9 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   27,000 50  Oncorhynchus mykiss ニジマス（胚） LC50  MOR 
28 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

    46,000 50  Carassius auratus キンギョ（胚） LC50  MOR 
7 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   54,000 200  Oncorhynchus mykiss ニジマス（胚） LC50  MOR 
28 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

    59,000 200  Carassius auratus キンギョ（胚） LC50  MOR 
7 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

    65,000 50  Carassius auratus キンギョ（胚） LC50  MOR 
7 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

    71,000 200  Ictalurus punctatus 
アメリカナマズの仲

間（胚） LC50  MOR 
9 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

    75,000 200  Carassius auratus キンギョ（胚） LC50  MOR 
7 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   79,000 200  Oncorhynchus mykiss ニジマス（胚） LC50  MOR 
28 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   100,000 50  Oncorhynchus mykiss ニジマス（胚） LC50  MOR 
28 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

 ○  125,000 144 Catostomus latipinnis ヌメリゴイ科 LC50  MOR 
4 

(止水式) 
A A 1)-18979 B (OH)3 

    155,000 50  Ictalurus punctatus 
アメリカナマズの仲

間（胚） LC50  MOR 
9 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

    155,000 50  Ictalurus punctatus 
アメリカナマズの仲

間（胚） LC50  MOR 
9 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

 ○  233,000 196 Xyrauchen texanus 
サッカー科 
（10-17日齢） 

LC50  MOR 
4 

（止水式) 
A A 1)-15346 B (OH)3 

 ○  279,000 196 Ptychocheilus lucius 
コイ科 
（17-31日齢） 

LC50  MOR 
4 

（止水式) 
A A 1)-15346 B (OH)3 

 ○  280,000 196 Gila elegans 
コイ科 
（11-18日齢） 

LC50  MOR 
4 

（止水式) 
A A 1)-15346 B (OH)3 

  ○  441,000 不明 Gambusia affinis カダヤシ TLm  MOR 
2 

（止水式) 
B B 1)-508 Na2B4O7 

  ○  1,840,000 不明 Gambusia affinis カダヤシ TLm  MOR 
2 

（止水式) 
B B 1)-508 B (OH)3 

 ○  2,390,000 84 
 ～163 

Lepomis macrochirus ブルーギル TLm  MOR 1 B B 1)-922 BF3 
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分 類 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[μg B/L] 
硬度 

[mg /L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 
／影響内容 

ばく露 
期間 
（日） 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献 
No. 

対象 
物質 

その他   53.7 不明 Entosiphon sulcatum 
エントシフォン

属 
TT   POP 3 B C 1)-5303 Na2B4O7 

    10,000 85 Chironomus decorus 
ホクベイユスリ

カ NOEC  GRO 4 A C 1)-190 Na2B4O7 

   47,000 50  Rana pipiens 
アカガエル科

（胚） LC50  MOR 
7.5 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

   54,000 200  Rana pipiens 
アカガエル科

（胚） LC50  MOR 
7.5 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 Na2B4O7 

   123,000 200  Bufo fowleri 
ヒキガエル科

（胚） LC50  MOR 
7.5 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   130,000 50  Rana pipiens 
アカガエル科

（胚） LC50  MOR 
7.5 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   135,000 200  Rana pipiens 
アカガエル科

（胚） LC50  MOR 
7.5 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

   145,000 50  Bufo fowleri 
ヒキガエル科

（胚） LC50  MOR 
7.5 

（孵化後 4日) 
A C 1)-5969 B (OH)3 

  ○  1,380,000 85  Chironomus decorus 
ホクベイユスリ

カ LC50  MOR 2 A A 1)-190 Na2B4O7 

毒性値（太字）：PNEC導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可、 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 
EC50（Median Effective Concentration）：半数影響濃度、EC10（10%  Effective Concentration）：10%影響濃度、 
LC50（Median Lethal Concentration）：半数致死濃度、NOEC（No Observed Effect Concentration）：無影響濃度、 
TLm（Median Tolerance Limit）：半数生存限界濃度、TT（Toxicity Threshold)：増殖阻害閾値 

影響内容 
GRO（Growth）：生長（植物）、成長（動物）、MOR（Mortality）：死亡、REP（Reproduction）：繁殖、再生産、 
POP（Population Change）：個体群の変化 
 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそ

れぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度（PNEC）導出のために採用した。その知
見の概要は以下のとおりである。 
 

1） 甲殻類 
Gersich1)-11389は米国 ASTMの試験方法（E729-80, 1980）に準拠し、オオミジンコ Daphnia magna
の急性毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、ほう酸（B(OH)3）が用いられた。設定試

験濃度は 0、54、91、151、252、420、700 mg B/L（公比約 1.7）であり、試験用水には硬度調整
されたヒューロン湖水（硬度約 148 mg/L as CaCO3）が用いられた。設定濃度に基づく 48時間
半数致死濃度（LC50）は 133,000 µg B/Lであった。 
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また、Lewis と Valentine1)-4785はオオミジンコ Daphnia magnaの繁殖試験を実施した。試験は
半止水式（週 3 回換水）で行われ、ほう酸（B(OH)3）が用いられた。試験用水にはろ過地下水

（硬度 166 mg/L as CaCO3）が用いられた。被験物質の実測濃度の平均は 0、6、13、27、53、106 
mg B/Lであり、設定濃度の 95%以上が維持されていた。設定濃度に基づく 21日間無影響濃度
（NOEC）は 6,000 µg B/Lであった。 

 
2） 魚類 

Hamiltonと Buhl1)-18979は米国 ASTMの試験方法（E-729-88a, 1989）に準拠し、ヌメリゴイ科
Catostomus latipinnisの急性毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、ほう酸（B(OH)3）

が用いられた。設定試験濃度区は対照区＋6～8濃度区（等比級数的に配置）であり、試験用
水として人工調製水（硬度 144 mg/L as CaCO3）が用いられた。設定濃度に基づく 96時間半数
致死濃度（LC50）は 125,000 µg B/Lであった。 
また、Blackら 1)-7044はニジマス Oncorhynchus mykissの受精卵を用いて魚類初期生活段階毒性
試験を実施した。試験は流水式（6 倍容量換水／日）で行われ、ほう酸（B(OH)3）が用いら

れた。設定試験濃度は 0、0.0017、0.017、0.17、1.7 mg B/Lであり、試験用水には地下水（硬
度 24～39 mg/L as CaCO3）が用いられた。実測濃度に基づき、成長阻害及び死亡に関する 87
日間無影響濃度（NOEC）はともに 2,100 µg B/L超であった。 

 
3） その他 

Maierと Knight1)-190は米国 EPAの試験方法（EPA-660/3-75-009, 1975）に準拠し、ホクベイユ
スリカ Chironomus decorusの急性毒性試験を実施した。試験は半止水式（24時間換水）で行わ
れ、四ほう酸ナトリウム（Na2B4O7）が用いられた。試験用水には人工調製水（硬度 85 mg/L as 
CaCO3）が用いられた。被験物質の実測濃度の変動は設定濃度の±8%であった。設定濃度に基
づく 48時間半数致死濃度（LC50）は 1,380,000 µg B/Lであった。 

 
 

表3.1.2 水生生物に対する毒性値の概要 

【5価ほう素】 

分 類 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[μg B/L] 
硬度 

[mg /L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 
／影響内容 

ばく露 
期間 
（日） 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献 
No. 

対象 
物質 

藻 類   － － － － － －   － － 

甲殻類 ○  923 不明 
Ceriodaphnia 
cf. dubia 

ニセネコゼミ

ジンコ類 
EC50  IMM 2 B A 1)-20672 NaBO3 

魚 類   － － － － － －   － － 

その他   － － － － － －   － － 

毒性値（太字）：PNEC導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可、 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 
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採用の可能性：PNEC導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 
EC50（Median Effective Concentration）：半数影響濃度 

影響内容 
IMM（Immobilization）：遊泳阻害 
 

評価の結果、採用可能とされた知見の概要は以下のとおりである。 
 

1） 甲殻類 
Warneと Schifko1)-20672はオーストラリア NSW EPAの試験方法（Warne and Julli, in press）に
準拠し、ニセネコゼミジンコ類 Ceriodaphnia cf. dubiaの急性遊泳阻害試験を実施した。試験
は止水式で行われ、過ほう酸ナトリウム（NaBO3）が用いられた。設定試験濃度区は対照区

＋5濃度区（等比級数的に配置）であり、試験用水にはろ過脱塩素水道水が用いられた。設定
濃度に基づく 48時間半数影響濃度（EC50）は、923 µgB/Lであった。 
 

(2) 予測無影響濃度（PNEC）の設定 

急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞれについて、信頼できる知見のうち生物群ごとに値の

最も低いものを整理し、そのうち最も低い値に対して情報量に応じたアセスメント係数を適

用することにより、予測無影響濃度（PNEC）を求めた。 
 

【3価ほう素】 

急性毒性値 
甲殻類  Daphnia magna  48時間 LC50        133,000 µg B/L  
魚類  Catostomus latipinnis 96時間 LC50    125,000 µg B/L  
その他  Chironomus decorus 48時間 LC50 1,380,000 µg B/L 
アセスメント係数：1,000［2 生物群（甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼でき

る知見が得られたため］ 
その他の生物を除いた 2つの毒性値の小さい方の値（魚類の 125,000 µg B/L）をアセスメン
ト係数 1,000で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC値 125 µg B/Lが得られた。 
 
慢性毒性値 
甲殻類  Daphnia magna            繁殖阻害；21日間 NOEC    6,000 µg B/L  
魚類  Oncorhynchus mykiss       成長阻害／死亡；87日間 NOEC  2,100 µg B/L超                   
アセスメント係数：100［2生物群（甲殻類及び魚類）の信頼できる知見が得られたため］ 
2つの毒性値のうちの確定値（甲殻類の 6,000 µgB/L）をアセスメント係数 100で除するこ
とにより、慢性毒性値に基づく PNEC値 60 µgB/Lが得られた。 

 

3価ほう素の PNECとしては、甲殻類の慢性毒性値から得られた 60 µg B/Lを採用する。 

 

【5価ほう素】 

急性毒性値 
甲殻類  Ceriodaphnia cf. dubia  遊泳阻害；48時間 EC50        923 µg B/L  
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

アセスメント係数：1,000［1生物群（甲殻類）の信頼できる知見が得られたため］ 
毒性値をアセスメント係数 1,000で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC値 0.92 µg 

B/Lが得られた。 
 

慢性毒性値については信頼できる知見が得られなかったため、5価ほう素の PNECとしては、
甲殻類の急性毒性値から得られた 0.92 µg B/Lを採用する。 

 

 (3) 生態リスクの初期評価結果 

 
表3.2 生態リスクの初期評価結果 

    

水質 平均濃度 最大濃度（PEC） PNEC 
PEC/ 

PNEC比 

   3価 5価 3価 5価 

公共用水域・淡水 200 µg/L未満(2004) 2,700 µg/L (2001) 
60 

µg B/L 

0.92 

µg B/L 

45 2900 

公共用水域・海水 
評価を行わないこととし

た 

評価を行わないこととし

た 
－ － 

注：1）環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す 
    2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 
 
 
 

 

本物質の公共用水域淡水域における濃度は、平均濃度で 200 µg/L未満、安全側の評価値と
して設定された予測環境中濃度（PEC）は 2,700 µg/Lであった。海水域については、平均濃度
が 2,000～4,000 µg/L程度と淡水域に比べて高く、海生生物に対する生態毒性試験も不十分で
あるため、当面生態リスク評価は行わないことととした。 
予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は、5 価ではなく通常水中で存在

する 3価ほう素では淡水域で 45となるため、詳細な評価を行う候補と考えられる。 
藻類の毒性試験を実施した上で、詳細な評価を行うことが望ましいと考えられる。また、

海生生物に対する有害性情報の充実についても検討する必要があると考えられる。 
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